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収入 も増加 している。また男女の処遇では、男女 とも男女差は無い とす るものが大 きく増加 し
ている。仕事と生活の両立に向けては、子育て中に働 きやすい職場、保育サービスの充実、家
事 ・育児の夫の協力は男女 とも同じだが、4位 に女性 は非正規社員の労働条件、男性 は労働時
間の短縮をあげ、実態か らの要望が見られる。
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　 しかし、共働 きには家庭では特 に子 どものケアが
課題 となるが、家族形態の多様化や家庭 と仕事の両
立に対 して現実的な労働環境が整っていないなど、
就労に対 して現実 とギ ャップがある。そのため、課
題を解決するために就労に関す る男女の意識 と実態





民意識調査』 を実施 してお り、それ と比較するため






















































































　年代別の雇用形態 を見 ると、20代に特徴が見 ら















男女差に大 きな変化が見 られる。また、「働 くのは
当然だか ら」は女性が11.0%、男性は13.1%と、男



































い う変化の項 目として103万円 と130万円を設定 し
















女 間に処遇 の差 は どう捉 え られてい るのだろ う







　 「女性の昇進 ・昇格は男性 と同等になっている」
は女性32.7%、男性32.5%と、男女 とも同 じで、
2003年と比較 して増加 している。 しか し、「女性 は
昇進、昇格で正当に評価 されていない」が1＆4%、
男性は 「昇進 ・昇格に見合 う能力や業績を発揮する
女性が少ない」が25,9%。女性は 「昇進 ・昇格 に見
合 う能力や業績を発揮する女性が少ない」は15.0%。
　 また男性 は 「勤続年数が短いなど、昇進 ・昇格の
要件に該当する女性がいない」15.7%である。
　女性の昇進 ・昇格 を阻害す る要因 として、「女性
には家事 ・育児 ・介護等の負担が課せ られている」
と女性の67.7%、男性も43.4%が答え、最も大 きい
要因 となっている。女性は2003年より7,9%も増加











転勤 ・出張等の要求に応え られない」「女性 は一般
に残業を避ける傾向がある」の項 目はいずれも2003
年時点 より男女 とも減ってお り、ただ 「女性には家











の上位3位 は男女 とも同じである。 しか し、男女で
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その割合 に格差があ り、男性 に不満が大 きい。男
女別で、賃金は女性38.8%に対 して男性 は45.1%、





　一方減少 しているのは、女性では 「正当に評価 さ
れない」「非正規雇用不安」「正規 と非正規の労働条
件の格差」で、男性は 「労働時間が長い」「正当に





　 そこで今後 の展望 として、2003年と比較 し女性




経験を生か して起業 したい」 も5.4%から1.7%へ減
少。女性 も雇用状況が男性 に近づ くにつれて転職や

















と倍増 している。 しか し経営者は男性が7割に対 し
て女性は2割 と、やはり男性が主で、女性は従 とい
う関係が まだ続いている。


















女 とも 「高齢だか ら」が最 も多 く、女性30.5%、男
性22.5%で、これは回答者が65歳以上が3割 、60歳
以上では4割 を占めるためである。 また男性は 「定
年で退職 したか ら」も21.3%ある。女性は 「家事育
児に専念 したいか ら」が2位 で12.9%ある。
　女性が働 いていない理由は、2003年と比較 して





必要 とする人がいるか ら」23.8%から5.1%へ、 と

















では 「生計 を助けるため」、50代、60代では 「社会
とのつなが りを持ちたいか ら」、20代、30代では 「自
分の自由になるお金を得 るため」で、年代で異なっ




















増。高齢化に伴って時間を短縮 した働 き方を希望 し
現実への対応が見 られる。 しかし、女性20代の希望







とは、男女 とも 「既婚や子育 て中の女性が働 きや
すい職場環境 を整備す ること」(女性61.9%、男性
55.3%)、「保育施設や保育 サー ビスの充実」(女
性50.7%、男性50.7%)、「家事 ・育児 ・介護 を夫
や家族で協力 して分担 する」(女性III%、男性
36.5%)である。













男女 とも 「経営 トップが リーダー シップを発揮 して
意識改革 を図る」(女性24.8%、男性32.4%)と最
も多い。次に 厂育児 ・介護休業、短時間業務など多
様 な働 き方を選択で きるための制度整備 と利用 し
やすい職場風土づ くりの推進」(女性21.5%、男性
17.5%)や、「性別 にかかわ らず、正当な評価 に基
づ く処遇を行う」(女性17.8%、男性18.2%)である。































遇に男女差 はない」 と男女 とも答え、特 に女性は
2＆5%から4α8%に大 きく増加 している。また同様
に職場における女性の昇進 ・昇格の実態も 「男性 と
同等になっている」 と男女 とも回答が増加 し、職場
での男女の処遇が近づ きつつあることが見 られる。
しか し、一方で男性は 「昇進 ・昇格に見合う能力や
業績を発揮す る女性が少ない」 を2位 に上げ、男女
で意識に差があ り、まだ十分に女性が能力を発揮 し
ていない面は変わっていない。
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